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東南アジアにおける熱帯林の減少と
パーム油生産の増大

〔要　　　旨〕

国際熱帯木材協定（1985年）や地球サミットの森林原則声明（92年）等によって熱帯林保護
の取組みが進められてきたが，現在も世界の森林面積は減少を続けている。日本は，戦後の
経済成長の過程で大量の南洋材を輸入し，東南アジアの森林減少をもたらしたが，世界的な
資源ナショナリズムの動向を受けてインドネシア，マレーシアが丸太輸出規制を行い，南洋
材の輸入量は減少した。
しかし，東南アジアの森林は減少を続けており，近年，パーム油生産に伴う熱帯林減少が

問題になっている。パーム油はバイオ燃料としても使用されているが，EUは熱帯林減少をも
たらすパーム油のバイオ燃料としての使用を禁止する決定を行った。日本のバイオマス発電
所もパーム油とヤシがら（PKS）を使用しているものが多く，今後，何らかの対応が必要に
なろう。
日本は熱帯林保護に向けた努力を今後も続ける必要があり，金融機関もESG投資など地球

環境保全に対する貢献が求められている。
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1　世界の森林資源と木材の
　　生産・貿易の動向　　　

（1）　熱帯林の減少と対策の取組み

人類は，生活のために木を燃料，住宅，

船，家具，農具など様々な用途に利用して

きたが，農耕・牧畜を開始して以降，森林

を伐採して農地に転換することを進めてき

た。人類が農耕を開始した約１万年前には，

世界の森林面積は62億haあったと推計され

ているが，現在では40億haまで減少してい

る。

特に，産業革命以降，人類は科学技術を

適用して自然資源を多く利用してきたが，

1970年代に入って資源の制約が指摘される

ようになり，72年にローマクラブが『成長

の限界』を発表し，ストックホルムにおい

て国連人間環境会議が開催され，環境問題

と資源制約に関する認識が世界的に高まっ

た。

『成長の限界』や国連人間環境会議で採

択された「人間環境宣言」には森林に関す

る記述がほとんどなかったが，米国政府が

80年に発表した『西暦2000年の地球』では，

多くのページを割いて世界の森林資源の状

況を分析し，熱帯林の減少に対して警鐘を

鳴らした。また，83年には国際熱帯木材協

定が締結され（85年発効），85年に熱帯林行

動計画が策定されて，86年に国際熱帯木材

機関（ITTO）が設立された。熱帯林行動計

画では，熱帯林減少の要因を，貧困，不平

等な土地配分，人口増加に伴う焼畑の増加，

はじめに

地球サミット（1992年）から既に四半世

紀が経過したが，大気中のCO2濃度の増加

は止まらず，近年の異常気象に現れている

ように地球温暖化は着実に進行している。

温暖化対策として京都議定書（1997），パリ

協定（2015）が採択されたが，欧州では取

組みが進展しているものの，米国のパリ協

定離脱，中国の経済成長など温室効果ガス

の増加は歯止めがかかっておらず，日本に

ついても，福島原発事故以降，電力を化石

燃料（石油，石炭，LNG）により多く依存す

るようになっている。

一方，地球サミットでは，熱帯林減少，

生物多様性，酸性雨，砂漠化など他の地球

環境問題も取り上げられ，「森林原則声明」

が採択されて熱帯林を中心とした森林保護

の方針が示された。日本は戦後の経済成長

の過程で大量の南洋材を輸入し，それが東

南アジアの熱帯林減少をもたらしたが，日

本の南洋材輸入量は近年減少しており，世

界の森林面積の減少速度は低下している。

しかし，今日でもなお熱帯林を中心に世

界の森林面積は減少を続けており，東南ア

ジアの森林も減少している。特に，東南ア

ジアではパーム油生産に伴う森林減少が指

摘されており，本稿では，東南アジアを中

心に世界の森林資源の動向を分析するとと

もに，近年急増しているパーム油生産と熱

帯林減少の関係を考えてみたい。
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林資源を５年ごとに評価している。

FAOによる最新の世界森林資源評価

（FRA2015）によると，15年における世界の

森林面積は3,999百万haであり，陸地面積の

30.6％を占めている
（注3）
。気候帯別にみると，

熱帯が18億haで最も多く（全体の45％を占め

る），亜熱帯が３億ha，温帯が７億ha，亜寒

帯が12億haである。また，天然林が93％を

占め，人工林が７％であるが，近年，人工

林の比率が増加している。

FAOは，1990年から2015年までの25年間

で，世界全体で129百万haの森林が減少し

たと推計している。一部の国で植林が拡大

し，熱帯林保護の取組みも進展したため，

森林減少速度は80年代に比べれば低下して

おり，2010年から15年までの５年間の森林

減少率は年率0.08％で，90年代の減少率（年

率0.18％）に比べても低下しているが，現在

でも世界の森林は年間330万haのペースで

減少している（第１表）。地域別にみると，

減少しているのは東南アジア，南米，アフ

リカであり，北米や欧州，中国では逆に森

林面積が増加しており，森林減少は主に熱

帯林の問題であることがわかる（第２表）。

森林面積が大きい国は，ロシア（815百万

ha），ブラジル（494百万ha），カナダ（347百

燃料用の伐採，商業伐採，牧場・農地開発

であるとし，熱帯林を保全するための活動

戦略を示した
（注1）
。

さらに，92年にブラジル・リオデジャネ

イロで開催された地球サミット（国連環境

開発会議）では，地球温暖化と生物多様性

が最も重要な議題となり，両者と密接に関

係する熱帯林減少が重要問題として取り上

げられた。地球サミットでは，「環境と開発

に関するリオ宣言」と，その行動計画であ

る「アジェンダ21」が採択され，地球温暖

化防止条約，生物多様性条約が締結される

とともに，「森林原則声明」において森林の

利用と保全の方針が示された。
（注 1） なお，熱帯林問題の解決を目指して，1987年
に非政府組織として熱帯林行動ネットワーク
（JATAN）が設立された。

（2）　世界の森林資源の状況

FAOは，地球サミットに向けて世界の森

林資源の評価を行い，90年における世界の

熱帯林の面積は1,756百万haであり，10年前

（80年）に比べて154百万ha減少し，年間

1,540万haの熱帯林が減少（年率0.8％の減少）

していると指摘した。

ただし，森林の面積を厳密に計測するこ

とは難しい。森林とは「木が密集している

土地」のことであるが，密林もあればサバ

ンナのような疎林や雑木林もある。FAOは

「森林」を「樹冠投影面積が10％以上で，

0.5ha以上の広さがあり，成長すると５m以

上になる樹種の樹林で，農地等森林以外の

目的に使用されていない土地
（注2）
」と定義して

おり，FAOはこの定義に基づいて世界の森

森林面積 増減（5年前比）

1990年
1995　
2000　
2005　
2010　
2015　

412,827
409,194
405,560
403,274
401,567
399,913

-
△3,633
△3,634
△2,286
△1,707
△1,654

資料 　FAOSTAT

第1表　世界の森林面積
（単位　万ha）
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30％，信頼性の低いデータ（レベル 3）が11％
であるとしている。データの信頼性は以前より
は向上しているが，熱帯地方の国には信頼性の
低い国がまだ存在している。

（3）　世界の木材生産と貿易

17年における世界の木材生産量（伐採量）

は3,777百万㎥であり，木材生産量は90年頃

までは大きく増加し，90年以降はほぼ横ば

いで推移したが，５年ほど前から再び増加

している（第１図）。地域別の生産量をみる

と，欧州，北米では生産量が減少している

のに対し，アジア，アフリカの生産量は増

加している。

生産した木材の用途は，50％が燃料用（薪

炭材）であり，用材（製材，合板，製紙用等）

の比率は50％である。特に，アジア，アフ

リカの低所得国では燃料用の割合が高い
（注4）
。

過去20年間の変化をみると，木材需要量全

体は12.5％の増加であったが，燃料用が

5.0％の増加であるのに対し，用材が21.1％

の増加であり，用材の増加率のほうが高い。

FAOは人口増加等によって木材生産量は

万ha），米国（310百万ha），中国（208百万ha），

コンゴ民主共和国（153百万ha），豪州（125

百万ha），インドネシア（91百万ha），ペルー

（74百万ha），インド（71百万ha）であり，こ

の上位10か国で世界全体の67％を占め，ロ

シア，北米，熱帯地方に多くの森林が存在

している。ちなみに，日本の森林面積は25

百万haで，世界第23位である。

一方，森林減少（2010年から15年までの５

年間）が大きい国は，ブラジル（△98万ha），

インドネシア（△68万ha），ミャンマー（△

55万ha），ナイジェリア（△41万ha），タンザ

ニア（△37万ha），パラグアイ（△33万ha），

ジンバブエ（△31万ha），コンゴ民主共和国

（△31万ha），アルゼンチン（△30万ha），ボ

リビア（△29万ha）であり，熱帯地域の減少

が大きい。その一方で，中国（154万ha），豪

州（31万ha），チリ（30万ha），米国（28万ha），

フィリピン（24万ha）は，植林等によって

森林面積が増加している。
（注 2） 「森林」には，ゴム園やヤシ園（palm）を
含むが，果樹園，アブラヤシ園（oil palm），オ
リーブ園は含まない（FAO「FRA2015　Terms 
and Definitions」）。

（注 3） FAOは，15年の森林資源評価において，信
頼性の高いデータ（レベル 1）は全体の59％で
あり，古いか不完全なデータ（レベル 2）が

90年 10 15 増減
（15-90）

増減
（15-10）

東南アジア
南米
アフリカ
北米
欧州
その他

24,205
93,081
70,574
65,073

101,005
58,889

21,459
85,213
63,828
65,603

101,357
64,107

21,076
84,201
62,410
65,717

101,548
64,961

△3,129
△8,880
△8,164

644
543

6,072

△383
△1,012
△1,418

114
191
854

計 412,827 401,567 399,913 △12,914 △1,654
資料 　第1表に同じ

第2表　世界の地域別森林面積
（単位　万ha）

（百万㎥）

第1図　世界の木材需要量の推移

4,000

3,000

2,000

1,000

0

資料 第1表に同じ 

61
年
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70年代以降進んだ円高によって輸入材の価

格が低下し，輸入量がさらに増加するとと

もに，国内生産量が減少した（第２図）。

その木材の輸入先として当初最も重要で

あったのは東南アジア（南洋材）であり，60

年代前半までは木材輸入量に占める南洋材

の割合は５割を超えていた。その後，米国，

カナダ（米材）からの輸入が増加し，さら

にソ連（北洋材），NZ，豪州，欧州などから

の輸入も増えたため南洋材の比率は低下し

たが，日本は70年代まで東南アジアから大

量の丸太を輸入した。

しかし，東南アジアの森林資源は次第に

枯渇し，また次節で見るように各国が丸太

の輸出規制を行ったため，70年代後半以降，

南洋材の丸太輸入量は減少に転じ，その一

方で製材品，合板の輸入が増えた（第３図）。

その結果，日本国内で使用する合板のうち，

輸入丸太を国内で加工した合板が大きく減

少し，輸入合板の割合が高まった（第４図）。

また，南洋材の輸入先は，当初フィリピン

今後も増加すると予測している。

木材生産量を国別にみると，米国が最大

（420百万㎥）で世界全体の11.1％を占め，次

いでインド（355百万㎥），中国（332百万㎥），

ブラジル（257百万㎥），ロシア（212百万㎥），

カナダ（155百万㎥），インドネシア（120百

万㎥）が続き，この上位７か国で全体の49％

を占める。

一方，17年における世界の丸太輸出量は

138百万㎥であり，木材生産量の3.6％が丸

太で輸出されているが，燃料用の丸太輸出

比率は0.5％と小さく，用材に限れば輸出量

は生産量の6.8％である。その世界の丸太貿

易量のうち36％を中国が輸入している。な

お，丸太の貿易量はそれほど増加していな

いが，製材品や合板の貿易量は過去20年間

で約５割，パルプの貿易量は約８割増加し

ている。
（注 4） 例えば，エチオピア98.5％，バングラデシュ

98.5％，コンゴ民主共和国94.8％，インド86.1％。

（4）　日本の南洋材輸入の推移

日本の森林面積は2,501万haで国土面積

の67％を占め，日本の森林率は世界的にみ

ても非常に高く，日本国内には有力な林業

地帯が多くある。

しかし，戦後の経済成長に伴う木材需要

の急増に国内生産が追いつかなかったため，

60年代以降，木材輸入が本格的に進められ

た。日本は1955年にGATTに加盟し，60年

に貿易為替自由化大綱を決定したが，外貨

割当資金制度のもとで輸入枠管理が行われ

ていた木材についても，60年代に輸入自由

化が行われた（丸太関税率はゼロ）。さらに，

（万㎥）

第2図　日本の木材供給量の推移
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0

資料 林野庁「木材需給表」

55
年

65 75 85 0595 15

国内生産

丸太輸入

製材品・合板輸入

パルプ・
チップ輸入

その他輸入
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れたが，欧米諸国から独立したアジア，ア

フリカ諸国では，先進国からの経済的自立

と経済発展を目指す動きが盛んになった。

これらの国々は，55年にインドネシア（バ

ンドン）で開かれたアジア・アフリカ会議

で結束を確認し，64年には国連貿易開発会

議（UNCTAD）が結成され，途上国の主要

輸出品目であった一次産品の価格安定と先

進国主導の国際経済体制の改革を主張した。

木材についても，UNCTAD第４回総会

（76年）で採択された「一次産品総合プログ

ラム」に基づいて熱帯木材商品協定の検討

が進められた。また，国際的な資源ナショ

ナリズムの動向を受けて，74年に東南アジ

ア木材生産者会議（SEALPA）が結成され，

その後，フィリピン，マレーシア，インド

ネシアで木材輸出規制が導入され，自国の

木材産業を育成する政策が進められた。

（2）　森林面積の動向

東南アジアの森林は，60～70年代に農地

開発や木材生産によって大きく減少したが，

からの輸入が主であったが，50年代後半よ

りマレーシア，60年代後半よりインドネシ

アからの輸入が増加した（第５図）。

2　東南アジアの森林資源と
　　木材産業　　　　　　　

（1）　丸太輸出規制と木材産業育成政策

第二次大戦後，IMF，GATT，世界銀行

など欧米主導の世界経済の枠組みが形成さ

第3図　日本の南洋材輸入量の推移
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資料　財務省「貿易統計」

55
年

65 75 9585 05 15

（万㎥）
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合板（右目盛）

丸太

製材品（右目盛）

（万㎥）

第4図　合板の国内生産量と輸入量の推移
（丸太換算）
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第5図　日本の南洋材丸太輸入量の推移（国別）
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80年代以降も減少が続き，FAOは90

年の森林資源評価において，東南ア

ジアの熱帯林は80年から90年までの

10年間で31.6百万ha減少したと指摘

した。最新の森林資源評価（FRA2015）

によると，東南アジアの森林面積は，

90年には242百万haあったが，2000年

に221百万ha，15年には210百万haと

なり，25年間で32百万ha減少したと

している。80年代に比べると減少速

度は低下したが，現在も森林の減少

が続いていることは変わっていない。

森林面積を国別にみると，インドネシア

（9,101万ha）が最大であり，東南アジア全体

の43％を占めている。次いで，ミャンマー

（2,904万ha），マレーシア（2,220万ha），ラオ

ス（1,876万ha），タイ（1,640万ha），ベトナム

（1,477万ha）が続く。森林率をみると，ラオ

ス（79.2％），マレーシア（67.2％），ブルネ

イ（65.9％）は６割を超えているが，フィリ

ピン（26.8％），タイ（32.0％）の森林率は低

い。

1990年から2015年までの25年間で森林面

積が大きく減少したのは，インドネシア

（△2,754万ha），ミャンマー（△1,018万ha），

カンボジア（△348万ha）であり，一方，ベ

トナム（541万ha），タイ（239万ha），フィリ

ピン（148万ha）では森林面積が増加してい

る（第３表）。

（3）　木材生産の動向

東南アジアの木材生産量は，61年（35.5百

万㎥）から92年（33.6百万㎥）までほぼ横ば

いで推移していたが，その後は減少傾向に

あり，16年では27.4百万㎥になっている。生

産量が減少したのは，フィリピン，タイに

おいて森林が大きく減少し資源の限界に達

したこと，インドネシア，マレーシア等で

木材輸出規制が行われたためである。

生産量の変化を国別にみると，インドネ

シアとマレーシアが大きく減少し，フィリ

ピン，ベトナム，カンボジアも減少傾向に

あり，その一方で，タイ，ミャンマー，ラ

オスの木材生産量は増加している。なお，

カンボジア（96.0％），ミャンマー（86.5％），

ベトナム（75.0％）は，木材生産に占める燃

料用の割合が高い。

（4）　主要国の動向

ａ　インドネシア

－熱帯林の減少が続く－

インドネシアの国土面積は192万k㎡，人

口は２億47百万人であり，ともに東南アジ

ア最大である。インドネシアは多くの島々

から成り立っているが，このうちジャワ島

森林面積
森林率
（15年）

木材
生産量
（17）90年 15

増減
（15-90）

増減率
（15-90）

インドネシア
ミャンマー
マレーシア
ラオス
タイ
カンボジア
ベトナム
フィリピン
東チモール
ブルネイ
シンガポール

11,855
3,922
2,238
1,765
1,401
1,294
936
656
97
41
2

9,101
2,904
2,220
1,876
1,640
946

1,477
804
69
38
2

△2,754
△1,018
△18
111
239

△348
541
148
△28
△3
0

△23.2
△26.0
△0.8
6.3

17.1
△26.9
57.8
22.6

△29.0
△8.0
0.0

47.6
42.9
67.2
79.2
32.0
52.3
44.6
26.8
46.1
65.9
22.7

12,025
4,429
1,639
978

3,330
796

2,665
1,555

9
9
3

計 24,207 21,076 △3,130 △12.9 46.8 27,438
資料 　第1表に同じ

第3表　東南アジアの森林と木材生産
（単位　万ha，％，万㎥）

農林中金総合研究所 
https://www.nochuri.co.jp



農林金融2018・9
25 - 537

に島嶼部のサバ州，サラワク州で行われて

いる。

日本の南洋材輸入は，フィリピンの資源

枯渇を補う形で60年代よりマレーシアから

の輸入が増加した。マレーシアでも70年代

に丸太輸出を規制する動きがあったが，80

年代以降もサバ州，サラワク州からの輸入

が続き，インドネシアの輸出規制により日

本の南洋材輸入に占めるマレーシアの割合

が高まった（前掲第５図）。

しかし，マレーシアも国内の木材産業の

育成のため90年より丸太輸出を本格的に規

制し，日本はマレーシアから合板を輸入す

るようになった。なお，マレーシアはパー

ム油生産を拡大してきたが，木材生産の抑

制等によってマレーシアの森林面積は増加

に転じている。

ｃ　フィリピン

－対日輸出で森林が大きく減少－

フィリピンには多くの島があるが，フィ

リピンの森林資源はミンダナオ島とルソン

島に多く存在している。既に指摘したよう

に，日本は戦後の木材不足に対応するため

フィリピンから南洋材を大量に輸入し，60

年代までは日本の木材輸入に占めるフィリ

ピンの割合は高かった。日本はフィリピン

から木材（ラワン等）を丸太で輸入し，日本

国内の製材工場でベニヤ合板などに加工し

て建設資材，住宅材，家具材として利用し

た。

第二次大戦前はフィリピンの森林率は

60％を超えていたが，戦後の対日大量輸出

は，面積では７％を占めるにすぎないが，

インドネシアの人口の６割がジャワ島に集

中している。そのため，ジャワ島では農地

開発と都市化が進んでおり森林率は低く，

インドネシアの森林はボルネオ島（カリマ

ンタン），スマトラ島，パプア州（ニューギ

ニア島の西半分，イリアンジャヤ）に多く存

在している。

インドネシアでは，68年にスハルト政権

が成立して以降，経済発展を促進するため

外資を積極的に導入し，日本もインドネシ

アからの木材輸入を本格化させた。折しも

フィリピンの森林資源が枯渇しつつあった

ため，70年代以降，インドネシアから日本

への木材輸出が急増し，その過程でインド

ネシアの森林減少が進んだ。しかし，イン

ドネシアは自国の木材産業振興のため，86

年に丸太輸出を禁止し，その後，日本はイ

ンドネシアから合板，製材を輸入するよう

になった。

日本への木材輸出が減少したためインド

ネシアの木材生産量は減少傾向にあるが，

パーム油生産の増大，人口増加等によって

インドネシアの森林減少は続いている。

ｂ　 マレーシア

－ 木材生産量が減少し森林減少に

歯止め－

マレーシアには半島部と島
とうしょ

嶼部（ボルネ

オ島北部）があり，人口では半島部が８割

を占めるが，面積で６割を占める島嶼部の

人口は少ない。そのため，島嶼部には森林

が多く存在し，マレーシアの木材生産は主
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から粗糖とキャッサバでんぷんを多く輸入

しており，フィリピンと同様にタイの森林

減少に日本が大きく関与してきた構造が指

摘できる。
（注 5） 田坂敏雄『熱帯林破壊と貧困化の経済学』
（1991）。

ｅ　ミャンマー

－インドネシアに次ぐ森林減少－

ミャンマーの国土面積は68万k㎡で日本

の1.8倍であり，森林面積は2,904万ha（森林

率42.9％）で日本の森林面積より多い。しか

し，ミャンマーの森林は急速に減少してお

り，1990年から2015年までの25年間の森林

減少面積（1,018万ha，減少率26.0％）は，東

南アジアではインドネシアに次いで大きい。

森林が減少しているのは，人口増加等に

よって燃料用の伐採や農地開発が進んでい

ること，チーク材の伐採などによるもので

あり，森林の減少が洪水を深刻化させてい

るとの指摘もある。ミャンマー政府は森林

伐採の規制を導入する動きを示しているが，

違法伐採も多くあるためその実効性は疑問

視されており，本格的な対策が求められて

いる。

3　パーム油生産に伴う
　　熱帯林減少　　　　

（1）　パーム油の特色

このように，東南アジア諸国では日本へ

の木材輸出や農地開発によって森林減少が

進んだが，丸太輸出規制や森林保全対策に

よって，かつてのような深刻な熱帯林減少

や農地への転換等によってフィリピンの森

林率は３割程度まで低下し，森林減少によ

ってフィリピンでは洪水被害が深刻化した

ことが指摘されている。

森林資源の枯渇によってフィリピンの木

材生産量は大きく減少し，近年では，フィ

リピンの森林面積は一部回復してきている。

ｄ　タイ

－農地転換で森林が大きく減少－

タイの森林率は，第二次大戦以前は80％

近くあり，50年代でも約６割であったが，

80年代には３割程度まで低下した。その要

因はチーク材の伐採と農地開発であり，タ

イの東北部（イサーン）においてサトウキ

ビ，キャッサバ等の生産拡大のため森林の

伐採が行われた（第６図
（注5）
）。

筆者も20年ほど前にタイ東北部を訪問し，

サトウキビ，キャッサバの畑が広がってい

る光景を見たが，そこには森林はまばらに

しか残っていなかった。日本は，そのタイ

第6図　タイにおけるサトウキビ，キャッサバの
栽培面積
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ゴムの需要が減少したため，そのゴム園に

アブラヤシを植えてパーム油の生産が行わ

れるようになった
（注7）
。さらに，パーム油生産

の拡大に伴って熱帯林を伐採してパーム園

を造成する動きも進んだ。また，マレーシ

アに続いてインドネシアでパーム油の生産

が増加し，近年ではインドネシアの生産量

はマレーシアを上回っている。16年におけ

るアブラヤシの栽培面積は，インドネシア

933万ha，マレーシア500万haであり，この

20年間でインドネシアでは790万ha，マレ

ーシアでは231万ha増大した（第７図）。

世界のパーム油生産量は，70年には194万

トンであったが，2000年に2,484万トン，14

年には5,733万トンに急増した。その大部分

を生産しているのがインドネシアとマレー

シアであり，14年の生産量はインドネシア

が2,948万トン，マレーシアが1,968万トン

で，この２国で世界全体の85％を占めてい

る（第８図）。なお，パーム核油の生産量も

増加し，14年の生産量は1,533万トン（うち

の状態からは改善した状況がみられる。し

かし，現在でもなお森林の減少は続いてお

り，そのなかで近年特に注目されているの

がパーム油生産に伴う熱帯林減少である。

パーム油はアブラヤシ（oil palm）の果肉

からとれる油脂のことであり，生産コスト

が安く汎用性が高いため，近年，生産量が

急増した。また，アブラヤシの種子（核）か

らも，パーム油とは成分が異なる油脂（パ

ーム核油）が生産できる
（注6）
。

アブラヤシはアフリカからアジアに伝わ

ったとされるが，熱帯地域ではアブラヤシ

の実は年間を通して収穫可能であり，他の

油脂より生産コストが低い。ただし，実を

採取してから搾油するまで短時間（24時間

以内）で行わなければならないため，ヤシ

園に隣接した場所に搾油工場を設置する必

要があり，工場を効率的に運営するために

は一定規模のまとまったヤシ園が必要であ

る。

パーム油は他の油脂と同様に食用油とし

て利用でき，またマーガリンやスナック菓

子等の原料にも使われ，石鹸の材料にもな

る。
（注 6） ココヤシ（ココナツ）の胚乳からも油脂（ヤ
シ油）がとれるが（主要生産国はインドネシア，
フィリピン），生産量は258万トンでパーム油の
20分の 1程度である。

（2）　急増したパーム油の生産量と

輸出量

マレーシアでは，伝統的には天然ゴムと

スズが重要な輸出品目であったが，石油を

主原料とする合成ゴムの普及によって天然

第7図　アブラヤシ栽培面積の推移
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合は増加し，16年の植物油脂総供給量全体

（266万トン）のうちパーム油が24.4％を占め，

パーム油は大豆油（45万トン）を上回るに至

っている（他は菜種油105万トン，こめ油９万

トン，パーム核油８万トン，トウモロコシ油８

万トン等）。
（注 7） マレーシアのゴム園栽培面積は，1980年に

162万haであったが，2016年には108万haに減少
した。

（3）　パーム油生産の問題点

インドネシアやマレーシアにとってパー

ム油は重要な輸出品目であり，パーム油は

スマトラ島やボルネオ島の経済発展や農民

の雇用に貢献している。しかし，そのパー

ム油の生産を拡大するため熱帯林の伐採が

行われており，東南アジアにおける森林減

少の大きな要因になっており，またアブラ

ヤシ園への転換により野生生物の生息域が

奪われている。

こうした森林の農地・農園への転換は，

コーヒー，ゴム，茶，バナナ，サトウキビ

インドネシア800万トン，マレーシア489万ト

ン）になっている。こうしたパーム油の生

産増加によって，世界の植物油脂全体に占

めるパーム油の割合が増加した。

両国とも，生産したパーム油の大部分を

輸出しており（第９図，第10図），日本もパ

ーム油を65万トン輸入している（16年）。パ

ーム油は他の油脂に比べて価格が低いた

め，日本の植物油脂に占めるパーム油の割

（万トン）

第8図　世界のパーム油生産量の推移
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第9図　マレーシアのパーム油生産量と輸出量
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第10図　インドネシアのパーム油生産量と輸出量
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など他の農産物でも行われてきたことであ

り，パーム油（アブラヤシ）に限られたもの

ではない。しかし，環境コストを考慮しな

い農地開発が地球温暖化や生物多様性に悪

影響を与え，また世界の油脂市場にも大き

な影響を与えている。

さらに，プランテーション農業において

一般的にみられることではあるが，アブラ

ヤシの生産が一部の大資本によって行われ

ているため農民，農村の貧困解消への貢献

は限定的であるとの指摘もある。こうした

批判に対して，インドネシア，マレーシア

の両国政府は小規模な農民や協同組合によ

るパーム油生産を推進するなどの対策もと

っているが
（注8）
，パーム油生産とその輸出・加

工が大資本主導のフードシステムのなかで

展開されていることは否定できず，これら

の企業の利益追求が熱帯林や生物多様性に

どのような影響を与えているのかを検証す

る必要がある。
（注 8） 古橋元・若林剛志（2015）「インドネシアの
バイオ燃料事情」『農林金融』10月号。

4　バイオマス発電における　
　　パーム油，ヤシがらの利用

（1）　再生可能エネルギーとバイオマス

発電

バイオマスとは，植物が光合成によって

太陽エネルギーを固定した生物資源のこと

であり，人類は，植物，特に木材を貴重な

燃料として利用してきた。ブラジルでは70

年代後半よりサトウキビ（エタノール）のバ

イオ燃料化を進め，米国や欧州でもトウモ

ロコシ（エタノール）や大豆油，菜種油をバ

イオ燃料として利用している。地球環境問

題，地球温暖化が叫ばれるなかで，バイオ

マス資源の活用は化石燃料への依存度を引

き下げ環境保全に貢献できるとして，日本

政府もこれまで「バイオマス・ニッポン総

合戦略」（2002年），「バイオマス活用推進基

本法」（2009年）などを策定してバイオマス

の利用を推進してきた。

また，福島原発事故の後に導入された

FIT制度（固定価格買取制度）において，バ

イオマス発電は太陽光，風力，小水力など

と並んで再生可能エネルギーの重要な柱と

して位置づけられた。その結果，全国各地

で多くのバイオマス発電所が計画され（17

年９月末の認定件数792），既に稼働している

施設が265か所ある。

（2）　パーム油とヤシがらの燃料利用と

その問題点

しかし，日本国内では間伐材等の木質燃

料を今後安定的に供給できるか不透明であ

り，現在計画されているバイオマス発電所

がすべて稼働すると国内の原料バイオマス

が不足する可能性がある
（注9）
。バイオマス発電

のコストを低下させるためには稼働率を一

定程度以上に高める必要があり，そのため

には原料確保が不可欠になるが，こうした

なかでバイオマス燃料を一部輸入に依存す

る動きが進んでいる。

経済産業省によると，17年３月までに認

定されたバイオマス発電所のうち，輸入し
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たパーム油の使用を計画している発電所は

件数で54％，出力で38％を占めており，パ

ーム油を使用しないがヤシがら（PKS：Palm 

Kernel Shell）を使用する発電所は件数で

33％，出力で45％ある
（注10）
。つまり，パーム油

またはPKSを全く使わない発電所のほうが

少ないということになる。こうしたバイオ

マス発電所のPKS需要に対応して，17年に

おける日本のPKS輸入量は143万トンに急

増している。

PKSはパーム油生産に伴う副産物であり，

インドネシア，マレーシアにおいても発電

やボイラー燃料として使用しているが，現

地で処理しきれないPKSを日本のバイオマ

ス発電で利用することは副産物の有効利用

として評価することもできる。

しかし，パーム油の生産が熱帯林を破壊

し生物多様性にも負の影響を与えていると

して，欧州議会は18年１月にパーム油のバ

イオ燃料としての使用を禁止することを決

定した。日本でも，インドネシア，マレー

シアからの輸送に伴うエネルギー消費も含

めパーム油生産の環境負荷を考慮する必要

があり，バイオマス発電所におけるパーム

油，PKSの使用に関して一定のルール策定

やFIT適用の見直しなどの対応が必要にな

るであろう
（注11）
。

（注 9） 安藤範親（2014）「未利用材の供給不足が懸
念される木質バイオマス発電」『農林金融』 6月
号。

（注10） 経済産業省資源エネルギー庁（2017）「一般
木材等バイオマス発電について」11月。

（注11） バイオマス産業社会ネットワークは，パー
ム油をFITの対象から外すこと，PKSによる発
電の調達価格を見直すことを提言している（17

年11月「再生可能エネルギー固定価格買取制度

（FIT）バイオマス発電に関する提言」）。

5　今後の課題

以上みてきたように，国際熱帯木材協定，

熱帯林行動計画や森林原則声明等によって

これまで森林破壊を食い止める努力が世界

各国で行われてきており，減少速度は低下

しているものの現在もなお森林の減少は続

いており，そのなかでもパーム油生産の増

大による熱帯林破壊が大きな問題になって

いる。

日本の南洋材輸入量は減少したものの，

パーム油の輸入や熱帯木材（合板）の使用

を通して現在も日本が東南アジアの熱帯林

減少に関与していることは否定できない。

こうした熱帯林の減少は貿易の拡大が環境

劣化を引き起こしている問題であり，環境

対策を伴わない自由貿易は規制される必要

がある
（注12）
。

熱帯林問題の解決に向けて，93年にWWF

（世界自然保護基金）が中心となって国際的

な森林認証制度（FSC）が設けられ，その

後，PEFC（森林認証プログラム）など他の

森林認証が導入された。こうした海外の動

向を受けて，日本でも03年に独自の森林認

証制度（SGEC）が設けられ，2000年にグリ

ーン購入法（国等による環境物品等の調達の

推進等に関する法律），16年にクリーンウッ

ド法（合法伐採木材等の流通及び利用の促進

に関する法律）が制定された。また，パーム

油に関しても，04年に「持続可能なパーム

油のための円卓会議」（RSPO）が設立され，
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パーム油の認証制度が導入されるなど，関

係する業者，企業はこうした問題に対する

対策に取り組んできているが，さらなる認

証の普及と実効性の向上が求められている。

現在，「持続可能な開発目標（SDGs）」が

世界的な重要課題になっており，日本は引

き続き熱帯林問題の解決に向けた努力が求

められている。こうしたなかで，近年，社

会的責任投資，ESG（環境，社会，ガバナン

ス）投資が注目されており，金融機関とし

ても熱帯林保護，地球環境問題に対する貢

献が必要になっていると言えよう。
（注12） OECD（1995），清水（1997），島本（2010）。
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